
（単位：百万円）

金　額

現金及び預貯金 6,440         保険契約準備金 4,176         

現金 0             支払備金 1,159         

預貯金 6,440         責任準備金 3,017         

有形固定資産 23            その他負債 249           

建物 11 未払法人税等 30            

その他の有形固定資産 11            預り金 1             

無形固定資産 527           未払金 208           

ソフトウェア 329           仮受金 8             

ソフトウェア仮勘定 197           賞与引当金 30            

その他資産 1,545         

未収保険料 290           

未収金 1,112         4,456         

未収収益 0             

預託金 41            

仮払金 45            資本金 3,656         

その他の資産 55            資本剰余金 3,550         

繰延税金資産 107           資本準備金 3,550         

利益剰余金 △ 3,017 

その他利益剰余金 △ 3,017 

繰越利益剰余金 △ 3,017 

株主資本合計 4,188 

4,188         

8,645         8,645         資産の部　合計 負債及び純資産の部　合計

2021年度　（2022年 3月 31日現在） 貸借対照表

科　　　目 科　　　目 金　額

（資産の部） （負債の部）

負債の部　合計

（純資産の部）

　　純資産の部　合計

- 1 -



 

- 2 - 

 

（貸借対照表関係） 

1. 有形固定資産の減価償却の方法は、建物については定額法により、建物以外については主として定率法により行っ

ております。 

2．無形固定資産の減価償却の方法は、定額法により行っております。なお、自社利用のソフトウェアの減価償却は、

社内における利用可能期間（5年）に基づいております。 

3．貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、計上す

ることとしております。 

なお、全ての債権は資産の自己査定基準に基づき、当該資産を所管する部門が資産査定を実施し、当該部門から独

立した内部監査部が査定結果を監査しております。 

この結果、当事業年度において貸倒引当金の計上はありません。 

4．賞与引当金は、従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を基準に計上しております。 

5. 保険料、支払備金及び責任準備金等の保険契約に関する会計処理については、保険業法等の法令等の定めによって

おります。 

6．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用は税込

方式によっております。 

なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、5年間で均等償却しております。 

7．当社は、株式会社Ｔ＆Ｄホールディングスを連結納税親会社として、連結納税制度を適用しております。 

8．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日)等を当事業年度の期首から適用し、約束し

た財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益

を認識することとしております。なお、当事業年度の計算書類に与える影響はありません。 

9．「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月 4日。以下「時価算定会計基準」という。）等を

当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10

号2019年７月４日）第44－2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、

将来にわたって適用することとしております。なお、当事業年度の計算書類に与える影響はありません。 

10.「所得税法等の一部を改正する法律」（令和 2年法律第 8号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグ

ループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ

通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年 3 月 31 日）第 3 項の

取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28 号 2018 年 2 月 16 日）第 44

項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 

11.従来、代理店扱契約により生じた保険契約に係る未収債権の一部は「代理店貸」に含めて表示しておりましたが、

当事業年度から取引実態をより適切に表す「未収保険料」に含めて表示する方法に変更しております。 

12．会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に

重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。 

（1）支払備金 

①当事業年度の計算書類に計上した金額 1,159 百万円 

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

保険契約に基づいて支払義務が発生したと認められる保険金等のうち、未だ支払っていない金額を見積り、 

支払備金として積立ております。将来、見積りに影響する新たな事実の発生等により、保険金等の支払額 

が当初の見積り額から変動する可能性があります。 

13．金融商品の状況に関する事項、金融商品の時価等に関する事項及び金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関

する事項は、次のとおりであります。 

（1）当社は、資金運用については短期的な預金に限定し、運用を行っております。 

（2）金融商品の時価等に関する事項及び金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項 

   現金及び預貯金並びに未収金については、いずれも時価が帳簿価額にほぼ等しいことから、注記を省略しており

ます。 

14．有形固定資産の減価償却累計額は、36 百万円であります。 
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15．関係会社に対する金銭債権の総額は、21 百万円、金銭債務の総額は、4百万円であります。 

16．繰延税金資産の総額は、142 百万円であります。 

 また、繰延税金資産から評価性引当額として控除した額は、34 百万円であります。 

 繰延税金資産の主な発生原因別の内訳は、責任準備金 77 百万円、税務上の繰越欠損金 47 百万円であります。 

17．支払備金の内訳は、次のとおりであります。 

 支払備金（出再支払備金控除前）                  1,159 百万円 

 同上にかかる出再支払備金                      ‐百万円 

 差  引                              1,159 百万円 

18．責任準備金の内訳は、次のとおりであります。 

 普通責任準備金（出再責任準備金控除前）              2,741 百万円 

 同上にかかる出再責任準備金                     ‐百万円 

 差  引（イ）                           2,741 百万円 

 その他の責任準備金（ロ）                      275 百万円 

 計（イ＋ロ）                           3,017 百万円 

19．１株当たりの純資産額は、1,711 円 44 銭であります。 

20．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 

 



（単位：百万円）

金　額

経常収益 8,605 

保険引受収益 8,605 

正味収入保険料 8,605 

資産運用収益 0 

利息及び配当金収入 0 

その他経常収益 0 

経常費用 8,734 

保険引受費用 6,831 

正味支払保険金 4,961 

損害調査費 322 

　 諸手数料及び集金費 1,014 

　 支払備金繰入額 172 

　 責任準備金繰入額 361 

資産運用費用 - 

営業費及び一般管理費 1,902 

その他経常費用 - 

経常損失(△) △ 129 

特別利益 - 

特別損失 - 

税引前当期純損失（△） △ 129 

法人税及び住民税 △ 17 

法人税等調整額 △ 30 

法人税等合計 △ 47 

当期純損失(△) △ 81 

2021年度
2021 年 4 月 1 日 か ら

　　損益計算書
2022 年 3 月 31 日 ま で

科　　目
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（損益計算書関係） 

1．関係会社との取引による費用の総額は、165 百万円であります。 

 

2．（1） 正味収入保険料の内訳は、次のとおりであります。 

収入保険料                            8,605 百万円 

支払再保険料                             ‐百万円 

差  引                             8,605 百万円 

 

（2） 正味支払保険金の内訳は、次のとおりであります。 

支払保険金                          4,961 百万円 

回収再保険金                          ‐百万円 

差  引                            4,961 百万円 

 

（3） 諸手数料及び集金費の内訳は、次のとおりであります。 

支払諸手数料及び集金費                      1,014 百万円 

出再保険手数料                            ‐百万円 

差  引                             1,014 百万円 

 

（4） 支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は、次のとおりであります。 

   支払備金繰入額（出再支払備金控除前）              172 百万円 

   同上にかかる出再支払備金繰入額                  ‐百万円 

   差  引                              172 百万円 

 

（5） 責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は、次のとおりであります。 

   普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前）         324 百万円 

   同上にかかる出再責任準備金繰入額                ‐百万円 

   差  引（イ）                         324 百万円 

   その他の責任準備金繰入額（ロ）                36 百万円 

   計(イ＋ロ)                           361 百万円 

 

（6）利息及び配当金収入の内訳は、次のとおりであります。 

   預貯金利息               0 百万円 

    

3．1 株当たりの当期純損失の額は、44 円 16 銭であります。 

 

4．関連当事者との取引に関する事項は、次のとおりであります。 

種類 会社等の名称 議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 

（百万円） 

親会社 株式会社 T&D ホー

ルディングス 

被所有 

直接 100％ 

役員の兼任 

経営管理 

増資 

（注） 

1,700 

   （注）当社が行った第三者割当増資を 1株につき 2,000 円で引き受けたものであります。   

 

5．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 



（単位：百万円）

その他利益 その他 繰延 土地 株式 新株 純資産

資本金 資本 その他 利益準 剰余金 自己 株主資本 有価証 ヘッジ 再評価 引受権 予約権 合計

準備金 資本 備金 繰越利益 株式 合計 券評価 損益 差額金

剰余金 剰余金 差額金

当期首残高 2,806 2,700 △ 2,936 2,570 2,570

当期変動額

新株の発行 850 850 1,700 1,700

剰余金の配当

当期純利益 △ 81 △ 81 △ 81

自己株式の処分

株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額）

当期変動額合計 850 850 △ 81 1,618 1,618

当期末残高 3,656 3,550 △ 3,017 4,188 4,188

（株主資本等変動計算書関係）

1．発行済株式の種類及び総数に関する事項
　　　（単位：千株）　

2．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

　　2021年度
　　　2021年　４月　１日　から

　　　2022年　３月　31日　まで

株主資本 評価・換算差額等

資本剰余金 利益剰余金

当期首 当期増加 当期減少 当期末

株式数 株式数 株式数 株式数

発行済株式

　普通株式
2,4471,597 850 -
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